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上方への不均衡累積過程と労働供給制約

置塩信 雄

1.問題

前稿において，均衡成長経路から，上方にヨ]6離した資本制経済は不均衡の

累積過程を走り ，やがてげ)生産財の過剰生産による生産財部門の利潤率の低

下， (ロ)生産財価格の急騰による消費財部門の利潤率の低下，付消費財価格の

急騰による実質賃金率の低下などの契機によって，挫折することを示した。

その際，議論を複雑にしないため，貨幣賃金率の変動や労働供給の制約から

くる諸事情は捨象した。このうち労働供給の制約を考慮にいれた場合，前稿

の問題はどのようになるかを検討するのが，本稿の目的である。

前稿で，貨幣賃金率の変動や労働供給の制約からくる諸事情を捨象したほ

かに，資本家の消費需要，労働者の貯蓄，固定資本，生産技術の変化を捨象

した。本稿においても，資本家の消費需要，労働者の)t;'蓄，固定資本，生産

技術の変化は捨象する。

2.前稿での議論の組立

読者の便宜にため，本稿でも踏襲する前稿での議論の組立を示しておこう。

(イ)生産の時間的構造。 今期の生産量は前期における生産財や労働の投入

によって先決されている。すなわち，生産期聞は 1期間である。

(吋市場価格の決定。 前期の投入によって先決された生産物を，今期完全

に販売し尽くすように市場価格は決定される。今期の各商品に対する名目的

〈貨幣で籾!った〉需要は，前期の経済状況によって決定されており，今期の
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市場価格によって影響されない。

的蓄積需要の決定。資本家は前期の生産財に対する名目的需要が前前期の

それに比してどれだけの増加率であったかを考え，これを基準にして生産財

に対する今期の名目的需要を決定する。その際，前期の利潤率が資本家の満

足する均衡利潤率より大であるか，小であるかによって前期に行なった増加

率を加減する。

これらの想定のもとに，資本家の消費需要，労働者の貯蓄，固定資本，生

産技術の変化を捨象して，議論を行なった。その骨子を 1部門分析の場合で

示すと以下のとうりである。

rt=(丸一αム-，w)/(aTt-l+'1"W) 

ム=(Zt+W'1"Xt+1)/Xt 

ZJZt-1 =Zt-l/Zt-Z・(r日 /r*)s B>u 

Xt=Zt-Jαム 1

(1) 

(2 ) 

(3) 

(4) 

ここで， ρは市場価格 rは利潤率 Z は生産財に対する名目的需要 X は

生産量を示し，添数は時点を表す。 α，'1"は生産物 1単位生産のために投入さ

れる生産財および労働の量を示す。 r*は資本家の満足する均衡利潤率である。

(1)は利潤率の定義式である 110 (2)は前述した(ロ)による市場価格の決定

式である。右辺の分子は名目需要の総計で，生産財に対する名目的需要 zと

労働者の消費需要 W'1"X の和であり ，分母は今期の生産量である。 (3)は前

述した付による資本家の生産財に対する名目的需要の決定式である。資本家

は Zt-JZt-2を基準にして，ZJZt-lをきめる。そのとき，前期の利潤率 rt-1

1)前稿においては，第 tj切の利潤率は

ρ，=(1+η)(ap，+r:叩〉

と定義した。高橋勉氏〔一橋大学大学院〉の指摘を参考にして

rt=(p，-aρz一τ即 )/(aP'-1+ /w) 
と訂正する。第 t期における生産物 1単位を販売したことによってえられる利潤

は，売り上げ ρから，第 [-1期に投入した生産財 σと労働 T を再入手するのに支

出しなければならない (aρ，+r:w)を控除した残額である。(分子〉。 これだけの

利潤を手に入れるために第 tー 11切に支出した金額(前払い資木〉は (aPt-1+r:w)

である。(分母〉。したがって，第 t矧の利潤率は上記のようになる。
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が資本家の満足する利潤率 げより 大か，小かによって加減する。 (4)は前

述の(イ)による前期の投入による今期生産量の先決関係を示す。前期の生産財

に対する名目的需要は Zt-1であり，前期の生産財の価格はム 1 であるから

生産財の購入量は Zt-Jム 1 である。これで生産される生産量はこれを αで

割ったん 1/αム 1なのである。

(1)~ C 4 ) の 4 式で，価格，利潤率， 名目的需要， 生産量の 4 つの経済変

数の運動が決まる。 初期条件として，第 1期の価格ρ1，生産財-に対する名目

的需要 ZIと第 O期の価格ρ。，生産財に対する名目的需要 z。が与えられると，

経済の運動は確定する。

ZI とρlが与えられると (4)よりれが決まる。 ρ。，ρ1が与えられると，

(1)より Y1 が決まる。 z。と ん が与えられ，Y1 が決まっているから，(3) 

よりれ が決まる。 こうして，Z2と X2がきまるから，( 2)， (4)より ρ2が

決ま る九かくして，第 2期の価格 P2'生産財に対する名目的需要 Z2と第 1

期の価格ム， 生産財に対する名目的需要 んが与えられるから，以下同様に

して第 2期以後の経済の動きを導くことが出来る。

そこで‘えた運動についての結論は，次のようであった。 初期において，利

潤率が均衡利潤率であり，生産財に対する名 目的需要の増加率が利潤率に等

しいと きには，経済は以後，毎期均衡成長率(均衡利潤率に等しし、)で拡大

再生産を行ない，利潤率は均衡水準を維持する。しかし，初期において，生

産財に対する名 目的需要の増加率が均衡利潤率より大(小〉な ときには，生

産財に対する名目的需要の増加率は加速的に増大 (減少)し，利潤率の上昇

(下落)，実質賃金率の下落(上昇)過程が生じる。

2) Z2とX2が与えられたとき，(4)を(2)に代入する と

ρ2= (Z2+ωrz';aρ2)/X2 

をえる。これは pに関する 2次方程式

P22 -(z'; X2)ρ2-wrz2/aX2=O 

を与える。この方程式の唯一の正根

れ=Ji仇 +，/ωX2)2十4wrz';ax2)

がれを決める。(プログラム 1・1の第90行参照〕

(*) 
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これを，a=0.5，τ=1，ω=1，〆=0.1，s=O.l， x， =8として数値例でしめ

すと，初期の名 目的生産財需要の増加率が均衡水準 0.1から 0.01だけ上方

に軍離して 0.11であるとき，経済は表 1のような運動をする九

T p w/p K 

。 O. 100 2. 444 O. 409 O. 100 
l O. 103 2. 460 。.407 O. 100 
2 O. 107 2. 476 O. 404 O. 103 
3 O. 111 2. 499 O. 400 O. 106 
4 O. 119 2. 534 O. 395 O. 111 
a O. 130 2. 589 O. 386 O. 118 
6 O. 147 2. 676 O. 374 O. 128 
7 。174 2. 816 O. 355 O. 145 
呂 O. 215 3. 037 O. 329 O. 169 
9 O. 276 3. 390 O. 295 O. 206 

10 O. 364 3. 964 O. 252 O. 258 
11 O. 491 4.929 O. 203 O. 329 
12 O. 671 6. 648 O. 150 O. 423 

一一表1一一

この上方への累積過程は資本家の私的観点からみるかぎり ，全く「好況」

である。利潤率は絶えず上昇している。しかし，表 1の第 3列に示された実

質賃金率は逆に急速に低下している。このような過程が継続すれば，資本制

の再生産はやがて不可能になる。 この意味で，この過程が挫折する要因は，

実質賃金率が再生産可能な下限を下回る ことにある。

前稿では，以上のような分析を2部門の場合について行い，上方への不均

衡の累積過程が実質賃金率の再生産可能下限の突破と いう要因の他に，消費

財部門の利潤率低下， 生産財部門の利潤率低下という 2つの契機が加わるこ

とを示した。

3.労働供給の制約

本稿の目的は，前稿では捨象した労働の供給制約を考慮、に入れて，分析を

行なうことである。その際，貨幣賃金率の変動はないとする。労働供給の制

約は考慮するのに， 貨幣賃金率の変動は考慮しないと いうのは奇妙に思われ

3)この数値計算のプログラムは末尾掲載のプiログラム 1・1である。第O期は均衡

状態である。このことは，以下のいづれの表についても同じ。
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るかも しれなし、。実際，労働供給が労働需要に比してどうであるかは，貨幣

賃金率に大きな影響をもちそれを変化させる。 しかし，これらを一挙に考慮

することは，分析を複雑にする。そこで，まず，貨幣賃金率は一定と仮定し

たもとで労働供給の制約がどのような役割を果たすかの分析を行い， その後，

貨幣賃金率の変動を導入するのである。

労働需要 Nが労働供給 Lよりも小である ときには，改めて問題にすべき

ことはない。労働需要は充足され，それにともなって生産が行なわれる。と

ころが，労働需要が労働供給を上回った場合には，労働需要は一部充足され

ないこ とになる。

すなわち，N>Lの場合には，生産量 Xは N/rではなく L/τとなる。

ここで rは生産物 1単位生産のために投下されねばならぬ労働量である。

労働需要 Nを決定したときには，生産量は N/rと考え，それに必要な生産

財 aN/τを準備している。ここで aは生産物 1単位生産のために投入しな

ければならない生産財占の量である。 したがって，準備した生産財の一部は無

駄になる叫。それ故，利潤率 rは

r=(ρL/τ-qaN/rー ωL)/(qaN/τ+wL)

となり ，計画したときの利潤率 〆は

r'=(ρN/τ-qaN/rー ωN)/(qaN/τ+wN)

となる。ここで，ム q，w は生産物価格，生産財価格，貨幣賃金率である。

N>Lであるから，容易にわかるように rくr'で利潤率は計画利潤率より

も低下する。このことが，以下でみるよう に前稿ではみられなかった上方累

積過程の挫折のもう 1つの契機となるのである。

労働供給の制約を考える場合のいま1つの問題は 2部門を考慮、したとき，

不足する労働を両部門がどのよう に奪い合うのかということである。本稿で

は，次のようなもっとも簡単な想定をおく。生産財 ・消費財部門の労働需要

4)今期，購入しても労働不足のため生産に投入されなかった生産財は，次期以後に

持ち越されることなく ，消滅すると想定する。 これは，簡単化のための想定であ

る。持越とL、う事情を考慮に入れると，持ち越し費用の問題だけではなく，投機

的動機による生産財需要なと.を考えなければならない。
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を Nl>N2とし，N1十N2>Lであるとき，それぞれの部門が入手する労働量

は

LN1/(N1+Nふ LN2/(N1十N2)

であると想定する。すなわち，各部門はそれぞれの労働需要の大きさに比例

して， 労働を入手するのである。

後段の展開からわかるように，各部門の労働需要の大きさは主としてその

部門の実現する利潤率によって決まるから，労働需要の大きさに比例して労

働の入手量がきまると想定することは，利潤率の高い部門が労働の争奪戦に

おし、て優勢であることを意味する。

4. 1部 門 分析

前稿と同様に 1部門分析からはじめよう。

市場価格ρの決定からみてゆこう。

ρ';'= (z，+wn'i')/x， (5) 

ここで，zは生産財の名 目需要，が は労働の需要，wは貨幣賃金率。 市場価

格は商品に対する名目需要によって生産量 xがすべて購入し尽くされる水準

に決まる。前稿と同様に，資本家の個人消費と労働者の貯蓄は捨象される。

生産財の名目需要が zであり ，価格がρであると，入手できる生産財は

zjρである。これを投入して生産される次期の計画生産量は

Xi+l =::'Zt/ρ?α (6 ) 

である。このために投下しなければならない労働，したがって労働需要は

n1=rx1+1 (7) 

となる。

労働供給量を Lとすると，n?豆L，であるときには労働供給の制約は作用

しないから

t，=t';' 

Xt+l =X1+1 

n ， =n~ 

(8) 

(9) 

(10) 
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Z~=Zt (11) 

となり ，労働需要は充足され，計画生産量，生産財の名目需要は実行される。

ところが，的>Ltで労働供給の制約が作用するときには，労働需要は充

足されず計画生産量の実行は不可能となる。労働の入手量は

nt=Lt 00') 

となる。すると，生産量は

Xt+1 =LtIτ (9 ') 

となり ，これに必要な生産財は axである。そこで，企業は生産財購入計画

を変更し，これだけの生産財を実質で獲得すると想定しよう。労働の雇用量

もLに変わったのであるから，商品に対する需要は変化し， 価格は(5)で

決まる水準ρ?ではなく

ρt-ωLt/(xt -axt+l) (8 ') 

で決まること になる。 このとき， 生産財に対する名 目需要は

z~=ムaXt+ l 01') 

である。

貨幣賃金率 ωが与えられており，価格ρが決まると，利潤率 rは

rt=(ム-aTt-r:w)/(aムー1+τω) (12) 

できまる。

利潤率が決まるとこれにより ，次期の生産財に対する名目需要の企業によ

る決定が行なわれる叫

Z什 ，/Z~=Z" ， (r，/rつP/~→ (3) 

労働の供給は，毎期 レの率で増加するとしよう。すると，

Lt+I=(l+レ)L， (14) 

である。

労働供給の制約がないときにはI(5 )~04)の lO f回の式で， ρ?，ム， n:r， nt1 

5) z~ は第 t 期に実際行なった生産財に対する名目需要である。労働供給の制約が

作用する場合には，この々は，企業がはじめ計画した名目需要量んとは異なる

次期の生産財需要の決定にあたっては，れ ではなく z?を基礎資料として考え，

利潤率の状態に応じて加減するのである。
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xt， xt， z~， Zt， rt， Ltの10個の経済量の運動が決められる。労働供給の制約が

あるときには， (5 }----( 7)， (8 1)~ (I 1 ') ， (I 2) ~ (I 4) の 10個の式で ， ρ7' ， Tt1 

nt I1t， xt xt， z~， Zt> rt， Ltの10個の経済量の運動が決められる。

5. 均衡経路

毎期，均衡利潤率戸をあげ続け且つ価格が変らない経済の運動経路を均

衡経路と呼ぼう九貨幣賃金率 wが一定と想定されているから，利潤率がげ

で価格が一定であるためには，価格 ρは

ρ*=(1+rつ〔αρ*+，ω〉

で決まる ρ*であり続けなくてはならなし、。

ところが， ( 5 ) ~ ( 7) より

ρm，=Z，/x，+w，Z，/αρ九x，

であるから，ρmg=ρ*であるためには

Z，/x， =α(1+rつr
でなければならなL、。価格が lゲ であり続けるとき，

Xt=Zt-.!aρ* 

であるから生産財に対する名目需要の増加率は

Z山 /Zt=l十戸

6)均衡利i閏率 刊 は

同<(1-a)/a (**) 
であるとする。も しこの条件が満たされなければ，

ρ*=(1+r*)(aρ*+rw) 

を満たすプラスの ρ*は存在しない。

まずこ，毎期均衡利潤率を実現するためには

r*=(戸，-at，-，w)/(aρ'-1+τω) 

でなければならないが，そのためには，ム は

t，=t'-1列。/(1-a)+ (1+ r*)rω/(1-a) 

に従って運動しなければならない。もし，条件かホ〉が満たされなければ，価

格ρは毎期上昇し超インフレーションが生じる。条件〈本*)が満たされている

場合には価格は F に収束する。

以下においては均衡利潤率は条件(**)を満たしていることを前提して議論

を進める。
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であり続けなくてはならなし、。また，生産の増加率も

xt+/x，=l+r* 

でなければならないことが分かる。

そのとき，労働の雇用量も，生産技術が一定と想定しているから，毎j明

n，+，/n，=l十r*

でなければならないが，これが実行可能であるためには

レ二主計

すなわち，労働供給の増加率が均衡利潤率を下回ってはならないのである。

もし，労働供給の増加率が均衡利潤率を下回っている場合には，均衡経路は

持続不可能となる。

6.不均衡の累積過程

初期条件。前項でみたように，均衡経路をたどるには，生産財に対する名

目需要の増加率は毎期，均衡利潤率に等しくなくてはならなかった。経済の

無政府性を特徴とする資本制において，このことは不可能である。いま，生

産財に対する名目需要の増加率が均衡利潤率を上回ったと しよう。

z/zo>l+〆

すると，前稿でみたように，上方への不均衡の累積過程が開始される。そこ

では，価格が上昇し，労働者の実質賃金率は低下してゆき，利潤率は上昇し

てゆく。

労働供給制約。この上方への不均衡の累積過程においては生産の増加率も

加速的に大きくなってゆくから，生産技術が一定であるかぎり ，労働の雇用

量もまた加速的に増大してゆく。 したがって，労働供給の増加率が大であっ

たとしても，遅かれ早かれ労働供給の制限に衝突せざるをえなくなる。

その結果，どのようなことが生じるか。これを明示するには，第4項で示

した運動方程式を上記の初期条件のもとで解けばよい。しかし，運動方程式

体系のスイッチを含んだ非線形連立定差方程式を解析的に解くのはぎわめて

困難である。それ故，数値例を示すことにしよう。
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そのため，まづ経済の運動を規定するパラメ ーターの特定からはじめよう。

生産技術を示す生産係数については

α=0.5τ=1 

としよう。労働供給の初期値(第 l期〉 と労働の供給の増加率は

L，=10 ν=0.03 

貨幣賃金率，均衡利潤率を

ω=1 r*=O.l 

としよう。最後に，企業が利潤率と均衡利潤率の;'i)E離に反応する係数を

s=O.l 

とする。

次に，初期の生産量を

x，=8 

とする。そ して，それ以前には均衡利潤率がえられ，価格はそれに対応した

水準にあったと しよ う。するとその価格は

ρニ (1+rつ(αρ+Tω)

できまる ρであり

ρ*ニ Tω(1+rつj(l-a(1+r勺)=2.4444

である。すると第O期の生産財に対する名目需要は

zα。=ax，p*=9.7777

問題は第 1期の生産財に対する名目需要である。これは第 2期の生産のため

のものであるが，第2期の計画生産量が第 1期のそれに比して増加率が均衡

利潤率より 0.01だけ高かったと しよ う。そ して， 第 O期の価格fで算定

したとする と

z， =ax，(l +r* +0.01)ρ*= 10. 85333 

である。

以上のよ うに特定化された諸係数および初期値を用いて数値計算を行なう

と，第 2表のような結果がえられる九

7)この数値計算のプログラムは末尾掲載のプログラム 1・2である。
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E 

o. 100 
o. 100 
O. 103 
O. 106 
0.087 
0.030 

w/p 

0.409 

O. 407 
O. 404 
0.420 
0.471 
O. 552 

p 

2. 444 

2. 460 
2.476 

2.379 
2. 124 
1. 811 

O. 100 

O. 103 
O. 107 
0.085 
0.028 

-0.046 

T 

0
1
2
3
4
5
 一一表2一一

一fi.長のついている期は労働供給制約が作用している期であり ，ここて‘，

マイナスを示 している。この ことは以下の どの表についても同じ。第 O期は

均衡状態を示している。実質賃金率は ω/ρであり，我々は w=lと想定し

ているから，価格の逆数として求めることができる。 gは生産の成長率。

7.累積過程の挫折

上方へ第 2項の表 1でみたように，労働供給の制約を考えない場合には，

の不均衡の累積過程は加速的に進行し，実質賃金率が労働力の再生産下限を

割るに至っ てはじめて挫折した。

もう 1つのしかし，表 2でみるように，労働供給の制約がある場合には，

挫折要因が加わる。上の数値例では，第 2期までは上方への累積過程は進行

しカミし，L，価格は上昇し， 実質賃金率は低下し，利潤率は上昇してゆく。

第 3期に労働供給の制約に衡突する。

まだ生産増加率が前期に労働供給制約が作用しだした第 3期において も，

比べて上昇しているのは，第 3期の生産の大きさは，第 2期における生産財

-労働の投入によ って先決されているからである。そ して，第 2期にはまだ

労働供給の制約は作用していなかったからである。

しかし，第 3期には実質賃金率の上昇が生 じる。しかし， 注意すべきは，

この実質賃金率の上昇は労働市場の需給が逼迫したことによる貨幣賃金率の

上昇によるものではないとい うこと である。本稿では，貨幣賃金率は一定と

想定しているからである。実質賃金率が上昇するのは，商品価格が低下した

ことによっている。商品価格の低下は商品に対する名 目需要が生産量の増加
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に追い付かなかったことに起因している。商品に対する需要は，労働者の消

費需要と，企業による生産財需要から成るが，この両者がし、ずれも増加率を

押さ えられることによるのである。

労働需要を?筒たすだけの労働供給がないために，労働の雇用量は労働供給

の枠内に押さえ られざるをえず，その結果，貨幣賃金率は一定とされている

から，労働者の受け取る貨幣賃金総額は押さえられ， 労働者の消費需要の名

目額も伸び悩む。

また， 労働需要を満たすだけの労働供給がないために，企業は第 4期の生

産のために購入し投入しようと考えていた生産財の量を見なおし，入手可能

な労働量に見合う生産財だけを購入する結果，生産財需要も押さえられる。

これらの結果，商品価格低下，実質賃金率上昇が生じ，利潤率は低下する。

このことが第 4期における生産財に対する名目需要の増加率を引き下げる方

向に作用する。我々は企業の生産財への需要の決定について，(13)のように

想定しているから，第 4期の生産財に対する名目需要の増加率は二重にマイ

ナスの影響を受ける。 ひとつは第 3期の利潤率の低下による。いまひとつは

第 3期において労働入手困難のため生産財需要を計画よりも引き下げたこ

とによ り，第 4期の生産財需要の決定の基礎となる第 3期での zの増加率

(zvznを低下させたことによる。

これによって，第 4期はまだ労働の完全雇用は維持してるとはいえ，商品

価格はさらに低下し，実質賃金率は上昇し，利潤率も低下する。その結果，

第 5期には労働需要は労働供給を下回ることになり，この数値例では，商品

価格の急激な低下， 実質賃金率の急激な上昇によ って，利潤率はついにマイ

ナスとなって Lまうのである 81。

8)利潤率rがマイナスになったとき，本稿で示した運動方程式は機能を停止する。

利潤率がマイナスになったとき経済がどのような運動を行なうかは，重要な問題

である。それは資本iilUの再生産=維持にかかわる問題である。これについては，

5.jUに予定されている論文に委ねなければならないが，その際，新生産技術の導入

がも っとも主要な役割をはたすことになる。これを分析するためには，本稿では

捨象している生産技術の変化を扱うことが必要である。
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8. 2部 門 分 析

まづ，生産財価格 Pltの決定式は

ρ1t= (Z1t+Z心IX1t (15) 

zは生産財に対する名目需要で，添数は音s門を示す。X1tは生産財の生産量。

Z は前期 (t-1)の利潤率や zの増加率によって先決されている。また，Xlt 

も前期における生産財や労働の投入によって先決されている。生産量 Xttが

名目需要 (Z1t+ Z2t)によっ て，すべて購入されるように市場価格が決められ

る。

生産財 ・消費財部門が入手する生産財の量は

Z1Jρlt， Z2t1.ρlt 

であるから，両部門の生産計画量は

X;~ +l =Zltlρ1ta ， 

x;什 1=Z2t1ρ，tαz 

(16) 

(17) 

ある。ここで，ab a2 は生産財 ・消費財それぞれ l単位を生産するのに投入

される生産財の量である。したがって，両部門の労働需要 nLnJtは

111ι=r:1z1t1ρ1ta， 

nあ=τ山 Jρlta2

である。

もし n九十n主三五Ltであれば，生産計画量，労働需要は実行され

X1t+1=Zttlρtta， 

X2t+1 =Z2t1ρlta2 

n1t=r:1z1t!ρ'ta1 

112，=r:山 Jρ1ρ2

となる。

(18) 

(19) 

(20) 

(21) 

(22) 

(23) 

もし，nr-， +nt，>ム であれば，生産計画，労働需要は実行できず，入手で

きる労働は 3項の想定により

11も=LtnfJ(nt"，+n名〉 (22') 
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n~， = L ，ni，! (nf， + nt，) 

となり，したがって生産量は

Xl'+l =n~，/rl 

X2什 1 =n~t/r2

となる。

さて，消費財価格 ムの決定に移ろう。

(23') 

(20') 

(21') 

P2t=ω('lX1'+1 +'2X2日 )!X" (24) 

資本家の個人消費と労働者の貯蓄は捨象しているから，消費財に対する名目

需要は貨幣賃金総額に等 しい。これによって消費財生産量がすべて購入され

るように消費財価格が決まる。 (24)の右辺の分子の X1t+bX2t+1は，労働供

給の制限がない場合 (nt，+nt，三五L，) には(20)，(21)によって，労働供給の

制限が作用する場合 (nt:+nt，>L，)vこは(20')，(21')によって決められる

ことに注意。

生産財価格ム， 消費財価格 ム が決まったから，両部門の利潤率に移ろう。

この場合にも，労働供給制限がない場合とある場合とに分けて考える必要が

ある。

労働供給の制限がない場合には，両部門の利潤率 rJt，r"は

rJt= (ρlt-alPlt-rμ)!(a1Plト 1+'IW)

r2，=(jう2，-a2plt-'2ω)!(a，pl日 +'2W)

で決まる。

(25) 

(26) 

労働供給制限が作用する場合には， 3項でみたようにやや複雑である。

r1，=(ρI，Xlt - Pl，(Zlt-Jρlt-l) -wn~' - l)!(Zl t-l +wn~'-l) (25') 

r2t = (P2'X2 ， 一ρJt (Z2トJρJt - l ) 一 ωn~' - l)!(Z2t - l 十 ωn~'-l) (26') 

(25')， (26')の右辺の Xu，X2tはもちろん(20')，(21')によって決められるも

のである。

両部門を総合した全部門の利潤率 r，は

r，=(r1λ，+ r"k，，)!(klt + k2，) (27) 

であり ，klt， k"は労働供給制限がないとき
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kJt = (a1ρ1，-1 +'lW)X1， 
k2t = (azT2t-1 +， 2W )X2t 

労働供給制限があるとき

!?Jt = Zlt-1 + Wn~' _ l 

k2t=Z2'-1 +Wn~t-l 

45 

(28) 

(29) 

(28') 

(29') 

両部門のために金額で測って ZI" Z2tだけ生産財が購入されたので、あるが，

このうち生産のために投入されたものを 4" z1， とすると，労働供給制約が

ないときには両者は等しく

Z~l=Zlt ) Z~， =Z2I' z~ =zft + z~t (30) 

であるが，労働供給制限があるときには

zt， ニ a 1(n~'/'1 )ρU' Z2t ニ a2(n~，/τ2)ρ 1" z~ = 4t +z~， (30') 

となる。すなわち，労働供給制約のため，労働入手量は n1t，n~t であり ， し

たがって生産量は nTt/rl1 n~t/!" 2 となるから，これらを生産するために投入

される生産財を価額で示すと (30')のようになる。次期の生産財に対する名

目需要の決定にあたって，基礎となるのはこの実際投入した量である。 zと

zα の差は遊休し廃棄される部分である。

両部門のための生産財に対する名目需要 z1lZ2を決定をみよう。これにつ

いては前稿の想定をやや訂正し，r，>O， r1t>r2'のとき

Z，+J/Z"， =z1(rt!戸)s/4_1

Z"+l/Z川 =4，(r，，/r，)sl/z1

Z2tH = Z'+l -Zlt+l 

(31) 

(32) 

(33) 

であると しよう引。戸は均衡利潤率である。 Z，は両部門のための生産財に対

9)前稿においては，

Z川 /z，=(z，/zト J)(η/r*}9

Zl，+J/Z出 =(z，，/ z，)(r，，/r，)sl 

とした。本稿では，上記の第 1式はそのままであるが，第2式の妥当範囲に制限

を設けた。すなわち • r，，>r，のときには第 2式が働くが，rltくr，のときには第

2式は{動かず，

Z2O+1/ Zt+1 = (Z2O/ z，)(r2O/r，}'2 

が働くとした。その理由は次のようである。 ノ
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する名 目需要の総計であり ，(31)は前期の ん の増加率と，全部門の利潤率が

均衡利潤率より 大であるか小であるかによ って今期の Zt+lの増加率を決定

することを示 している。(32)は前期の Zt総計に占める ら の割合と，生産財

部門の利潤率が全部門の利潤率より大であるか小であるかによっ て，今期の

Zt+l総計に占める 丸山の割合を決定すること を示 している。 (33)は Zll'Zt 

が決定される と，それよりらが決定される こと を示している。 (31)におい

て，r，くOとなると経済の運動方程式は機能を停止する叫。 (32)においても，

rltくOとなれば同じ く機能を停止する。

しかし，rt>Oであって，rltくru であれば，(32)， (33)に変わって

Z21+1/Zt+l =Z~， (Y2t/rt)s2/zf (32') 

Z，t+， =Zt+lー-ZZt+l (33') 

となる。 すなわち，全部門の利潤率 rがプラスであるとき，(31)で Z山 は

決定されるが，生産財部門の利潤率が消費財部門の利潤率より 小であると き

には，(32')によって Zz山 が決定され，Zlt+lは Z'+lからん川を差し号|いた

残余と して決まる。

最後に，労働供給の運動について

L'+l=(1+ν)L， (34) 

と想定する。

労働供給の制約のない場合には，(15)，，-，(34)または (15)，，-，(30)，(32')， 

(33')， (34)の21個 の式 によって，ρtt，Yit， ZitJ Z~t ， xtt1 XitJ n7t， nitJ kιt 

(i=l， 2)と へ，Zt， z~， Ltの21倒の経済量が規定され，労働供給の制約が

ある場合には，(15)，，-，(19)， (20勺"-'(23')，(24)， (25')， (26')， (27)， (28')， 

(29')， (31)，，-，(34) (または(30，(32')， (33')， (34))の21個の式によって，

TitJ rit， Zil' Z~t ， xit， Xit1 nit， n~t ， ku. (i==l， 2)と r"z" z~ ， L，の21個の

¥、 前稿の場合には，r，>Oであっても，7，，<0のと きには運動方程式は機能を停

止する。 しかし，71，<0であっても， η>0のと きは721>0であるはずであるか

ら，消費財部門のための生産財需要は旺盛であり，経済は進行してゆくであろう o

このようなことを考慮、して，木文のよう に改めた。その結果，運動方程式が機能

を停止するのは，全部門利潤率 η がマイナスになったときのみになった。
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経済量が規定される。

9.均 衡経路

毎期，両部門で均衡利潤率げが実現しつずけ旦つ，諸価絡が一定である

均衡経路上では，両部門の価絡は

ρ，=(l+rつ(a，ρ，+"w) (a) 

ρ2=(1+rつ(α2ρ，+'2ω) (b) 

できまる lうtP~ であり続けなくてはならない。

毎期，利潤率が均衡水準であるから，(30)， (31)より，Zt+，/Zt， z，/Ztした

がって，Zlt/Z2tは毎期一定となる。

(15)， (20)， (21)より ，

ρlt = (Zlt + Z2t)a，ρlt-t/Zt-t 

となるが，毎期 ρlt=ρ?であるから，

C=Z，t/Zlt-， =ZU/Z2t-" H=zu/zlt 

とおけば，

1= (l+H)Ca， 

また，(24)より ，

ρ21-ω("z¥t/a， + '2Z2/α2)α2/Z2t-' 

となるから，

l=R(，，/a，H +'2/a2)Ca2 

をえる。ここで，

R=w/p~ 

である。(c)， (d)より ，Hを消去すると

R(a，τ2-a2，JC2一(Rτ2+a，)C+l=0

となる。ところが，(a)， (b)より 刊と Rの関係を求める と

R(a"2-a2，，)(1 +rつ2ー (R'2+a，)(1+rつ+]=0

であるから，両者を比較すると

C=l+r* 

(c) 

(d) 
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であることが分かる。すなわち，毎期，均衡利潤率を維持するためには，生

産財・ 消費財部門はいずれも均衡利潤率と等しい増加率で，生産量を増加さ

せなければならない。

生産技術が一定であるから，このためには，労働の雇用量もやは り，均衡

利潤率と等しい増加率で増加しなければならなし、。したがって，

レ二?:r*

でなければ，均衡経路を持続的に辿ることはできなし、。この点は 1部門分析

の結論と 同様である。この条件が満たされないと労働供給制限に衝突し持続

を阻まれる。

10.不均衡の累積過程

第 O期までは，均衡経路を進行していたのに，第 l期における生産財に対

する名目的需要が均衡増加率(均衡利潤率に等ししうよ り大きい率で，増加

させられたという初期条件から出発しよう。そ していかなる運動を行なう か

を数値例で示そう O

両部門の生産技術係数を

a1=O.5， a2=O.5， '1=1， '2=1 

としよう。 両部門の生産の有機的構成は等しいと想定さわしている。有機的構

成が異なる ことか ら生 じる複雑さを避けるために分析のスタ ートと してはこ

の想定は合理的である。

貨幣賃金率，均衡利潤率を

w= 1， r*=O.l 

とし，企業が，利潤率の大小に反応して，生産財に対する名目的需要の増加

率を加減する反応係数を

s=O.l， sl=O.l， s2=O.1 

としよ う。

次に，第 O期には両部門ともに均衡利潤率 げ をあげ，価格は

ρlO=i1ωCl+r*)jCl-a，Cl+r勺〉
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ρ20 = (1 + r*) (a2ρ'0+'2W) 

であるとする。第 1期の生産財の生産量を

Xll =40 

とし，その生産財で第2期には両部門 とも生産量を均衡増加率で増加させる

ことができると しよう。すると

xll=(l+rつ(a，xl1+α2X2.) 

であるから

X2' = (1-(1 + r勺a，)xll/a2(l+rつ
である。第 1期の生産のための生産財投入は前期第O期に行なわれたので、あ

るか ら

z'O=a，xl1p，O， z20=a2x2，p，0， ZO=ZlO+Z20 

である。

問題は第 I期の生産財に対する名目需要である。 両部門とも，生産財に対

する名目需要の増加;;~を均衡より 0.01 だけ高く決定したとしよう。すると

Zl1=(l+r*+d)ZI0' Z21=(l十戸、+d)Z20'd=O.Ol 

Z，=Zll+Z21 

である。

以上のよ うに，諸係数，初期条件を設定 して， 労働供給に制約のない場合

について数値計算を行なうと表 3~6 の ような結果をうる。このためのプロ

グラムは末尾掲載のプログラム 2・1である。

圃実質賃金率が労働力の再生産限界を下回る場合。払=0.1，s2ニ 0.1とす

ると表 3のよ うな運動をする。

生産財部門の利潤率は一貫して上昇しつづける。 これは生産財価格が上昇

しつづけるのに対応している。貨幣賃金率は一定と想定しているから，生産

財ではなかった実質賃金率は低下しつづける。生産技術は不変としているか

ら 生産財部門の利潤率は上昇しつづける。消費財部門の利潤率は第 3， 4.， 

5期及び第10期をのぞいては，低下 しつづける。 しかし，部門全体の利潤率

は上昇しつづける。消費財ではなかった実質賃金率は第 6， 7期をのぞいて
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p2 

2.444 
2.444 
2.444 
2.468 
2.518 
2. 5~6 
2.548 
2.五26
2.582 
2.780 
3. 070 
3. 313 
3.478 
3. 701 
4. 150 
4. 952 
6. 222 
8. 120 

pl 

2.444 
2.467 
2.490 
2. 505 
2.509 
2 五32
2.611 
2.759 
2.939 
3. 120 
3. 353 
3. 787 
4.634 
6. 209 
9. 121 

14. 827 
27.325 
59. 135 

xlix2 

1. 222 
1. 222 
1. 222 
1. 234 
1. 259 
1. 278 
1. 274 
1. 263 
1. 291 
1. 390 
1 亘35
1. 5~6 
1. 739 
1. 851 
2. 075 
2.476 
3. 111 
4. 060 

O. 100 
O. 101 
O. 101 
O. 105 
O. 115 
O. 123 
O. 123 
O. 120 
O. 132 
O. 169 
O. 221 
0.267 
0.309 
0.369 
0.474 
O. 643 
O. 895 
1. 251 

r2 

O. 100 
O. 095 
0.089 
O. 096 
O. 117 
O. 129 
O. 107 
O. 064 
0.047 
0.089 
O. 154 
O. 157 
O. 055 

-0.122 
-0.344 
-0.622 
-1.003 
-1.亘31

r 1 

O. 100 
O. 105 
O. 110 
O. 112 
O. 113 
O. 118 
O. 135 
O. 155 
O. 191 
0.221 
O. 254 
0.334 
0.455 
O. 634 
0.867 
1. 153 
1. 505 
1. 948 

T 

0
1
2
3
4
-3
6
7
8
9
0
1
2
3
4
-3
6
7
 

1
1
1
1
1
1
1
1
 

一一表3一一

は，消費財の価格の上昇の結果，下落しつづける。実質賃金率の著しい低下

は，労働力の再生産を不可能にし，上方への累積過程は停止せざるをえなく

る。

.消費財の利潤率がマイナスとなり，部門全体の利潤率がマイナスとなる

場合o sl=O.5， s2=O.5とすると，表 4のような運動をする。

p2 

2.444 
2.444 
2.444 
2. ~5 8 

2.879 
2.486 
1. 811 

pl 

2.444 
2.467 
2. 495 
2. 478 
2.608 
3. 981 
8.407 

xl/x2 

1. 222 
1. 222 
1. 222 
1. 284 
1. 440 
1. 243 
O. 906 

n
u
-
-
'
A
a令

FU

‘L
PO

n
u
n
u
n
u
q
r
“。。
4・

内
R
U

l
i
l
i
-
-
o
 

n
u
n
u
nu
n
u
n
u
h
u
n
u
 

r2 

。.100 

O. 095 
O. 088 
O. 147 
O. 257 

-0.219 
-1. 134 

r 1 

O. 100 
O. 105 
O. 111 
O. 106 
O. 136 
O. 430 
1. 071 

T 

0
1
2
3
4
-
3
6
 

一一表4一一ー

消費財部門では消費財価格の上昇に生産財の価格の急激な上昇によって，

もかかわらず利潤率が低下する。その結果，生産財部門お利潤率は高いにも

かかわず，部門全体の利潤率がマイナスとなり，累積過程が挫折するのであ

圃消費財部門が生産財部門に生産財を奪われ，操業不可能となる場合。 s，

る。
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p2 

2. 444 
2.444 
2.444 
2. 517 
2.683 
2.605 
2.274 
2. 859 

47.362 
-11.466 

pl 

2.444 
2.467 
2，493 
2. 491 
2. 521 
2.900 
3. U44 
4.497 
3.830 
4. 867 

xl!x2 

1. 222 
1. 222 
1. 222 
1. 259 
1. 342 
1. 302 
1. 137 
1. 429 

23.681 
-5.733 

O. 100 
O. 101 
0目 101
O. 114 
O. 147 
O. 142 
0.078 
O. 193 
O. 825 
1. 676 

一一表5一一

r2 

O. 100 
O. 095 
O. 089 
O. 121 
O. 188 
0.068 

-0.285 
-0.131 
13.683 
-五.111 

rl 

O. 100 
O. 105 
O. 110 
O. 109 
O. 116 
O. 199 
0.397 
0.420 
0.282 
0.492 

T 

0
1
2
3
4
-3
6
7
8
9
 

=0.3，ん=0.3とすると表 5のような運動をする。

その前期第 8期における生産財と労働の投入によ

その前

第9期における生産は，

って決まる。ところが，第 8期における生産財への需要の大きさは，

期第 7期の両部門での利潤率の高さに依存する。第 7期においては，生産財

部門の利潤率が消費財部門のそれに比して著しく高し、。その結果，第 81聞に

おける生産財部門のための生産財需要は著しく大になり，生産財生産を越え

消費財部門に回される生産財

はマイナスとなる。すると，第 9j胡には消費財部門ではプラスの生産ができ

なくなり，累積過程は挫折する。

てしまうという事態が生じている。そのため，

園生産財 ・消費財部門の利潤率がともにマイナスとなり ，挫折する場合。

s，=0.9， s2=0.9とすると，表6のような運動をする。

p2 

2.444 
2.444 
2.444 
2.674 
3.395 
2. 001 
1. 011 

p1 

2.444 
2. 467 
2. ，， 00 
2. 453 
3.013 

12. 186 
O. ，， 77 

xl/x2 

1. 222 
1. 222 
1. 222 
1. 337 
1. 698 
1. 000 
0.506 

O. 100 
O. 101 
O. 101 
O. 143 
0.291 
0.000 

-0.060 

r2 

O. 100 
0.095 
O. 087 
O. 199 
O. 399 

-2.032 
-0.039 

rl 

O. 100 
O. 105 
O. 112 
O. 101 
0.227 
2.032 

-0.100 

T 

0
1
2
3
4
5
6
 

一一表6一一

第6期に生産財部門の利潤率がマイナスとなるのはなぜであろうか。それ

はその前期第 5期において部門全体の利潤率が激減したからである。その結

果，生産財に対する名目需要の総計zが，第6期において激減した。これに

は，利潤率に対する生産財名目需要の反応係数Pが高いことがあずかってい
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る。生産財に対する名目需要の総計 zの激減によって，生産財価格が急落し，

それが生産財部門の利潤率を大幅に低下させたのである。

第 5期の全部門利潤率 rは， 表では 0.000となっている，正確には0.05%

である。との期には，生産財部門の利潤率はきわめて高かった (2.032)の

であるから，全部門利潤率のこの低さはもっぱら消費財部門の利潤率が低か

ったことによる。その原因は第3期にある。この期は全部 門利潤率は高く

(0.143)，したがって第 4期での生産財に対する名目需要は旺盛であった。

ところが，第 3期には消費財部門の利潤率が生産財部門に比して著しく有利

であったために，生産財の大部分が消費財部門に投入された。それは第 5期

における消費財の生産量を著増させた。このことは，第 5期の生産の部門比

率が示している。これが消費財価格の低下を生み，生産財価格の上昇とあい

まって，消費財部門の利潤率を低下させたので‘ある。

第6期には生産財部門の利潤率のみならず，消費財部門の利潤率もマイナ

スに転化する。これは，第 4期に，第 3期と同様のこと(全部門利潤率の高

位，消費財部門利潤率>生産財部門利潤率)がより強い調子で起こり，第 5

期に大量の生産財ーが消費財部門に投入され，その結果第6期での消費財生産

量を著増させたために消費財価格の値崩れを起こし生産財価格の低下にもか

かわらず消費財部門利潤率はマイナスに転化したのである。

11.不均衡累積過程の挫折

労働供給の制約がある場合についてみよう。ここでも，数値計算による。

その際，諸係数や初期条件については前項と同様だが，ただ，労働の供給に

つい-c，

Lo= 100， レニ0.03

とする。ここで，L。は第 O期の労働供給量，レは毎期の労働供給の増加率

である。このような設定のもとに表 7~9 をえる。このためのプログラムは

末尾掲載のプログラム 2・2である O

E労働供給制限に突き当たり ，生産財部門の利潤率がマイナスとなって挫
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p2 
2.444 
2.444 
2.444 
2.468 
2. 518 
2.437 
2.342 
2. 395 
2.498 
2. 181 

上方への不均衡累積過程と労{釧久給~lill約

pl 
2.444 
2. 467 
2.490 
2. 505 
2. 509 

2.ー32
2. 438 
1. 981 
1. 270 
o. 716 

xll x2 
1. 222 
1. 222 
1. 222 
1.234 
1.2届9
1. 278 
1.274 
1. 325 
1. 425 
1. 11 7 

一一表7一一

r 

o. 100 
o. 101 
o. 101 
O. 105 
o. 115 
o. 099 
o. 050 
o. 035 
O. 035 

-0. 000 

r2 
o. 100 
o. 095 
O. 089 
0.096 
O. 117 
O. 076 
o. 027 
O. 136 
0.379 
0.448 

rl 
O. 100 
O. 105 
O. 110 
O. 112 
O. 113 
O. 118 
O. 069 

-0.041 
-0. 206 
・O.402 

T
0
1
2
3
4
-
a
6
7
8
9
 

折する場合。sl=O.l，s2=O.1とすると，表 7のような運動をする。ここで

*のついている期には労働供給制限が作用している。

労働供給の制約がないと きには，表 3でみるように累積過程はどんどん進

生産財部門の高利潤率に牽かれて全部門利潤率は上昇し， 実質賃金率行し，

労働力供給に制限が労働力の再生産限界を下回る状態に突入した。しかし，

がある場合には，表でみるように，労働供給の制限に突き当たる第 5期から

利潤率は低下しはじめる。これは何によ るものであろうか。

それは貨幣賃金率に上昇によるものではない。ここでは，貨幣賃金率はー

生産財部門利定と想定されている。第 5期における全部門利潤率の低下は，

j同率は上昇しているのであるから，消費財部門利潤率の低下による。この消

消費財価格の低下が大きな要因になっている。実費財部門利潤率の低下は，

それで、も消費際，第 4期までは，生産財価格は引き統いて上昇していたが，

消費財価格がそれを相殺するほど財部門利潤率は上昇しつづけてきたのは，

上昇してきたからである。ところが，第 5期になると生産財価格は上昇して

消費財部門利潤率は激減し消費財価格が低下したことによ って，いるのに，

ている。

この消費財価格の低下はど うして生じたのであろうか。 これは労働供給の

労働者の消費財その結果，労働の雇用量が押さえられ，制約が働いたため，

に対する需要が低めになったからである。貨幣賃金率は一定と想定されてい，

労働者の消費財に対する名 目需要は雇労働者の貯蓄は捨象されているから，

用量に比例するのである。
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表7を表3と比較した場合に目に付くも う1つの相違は，労労(j!働動制{供x
が作用しはじめた次次}の期，第6期以後生産財部門の利潤率が低下をつづけ，

第 7期以後にはマイナスとなり，第 9期にはそれが原因で全部門利潤率がマ

イナスとなり，経済は運行を停止するに至っているということである。 この
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よう な生産財部門の利潤率の低下はどうして生じたのであろう か。

第6期以後，生産財価格自身が低下をは じめる。これが生産財部門利潤率

を低下させるのである。生産財価格の下落の主要因は，消費財に対する生産

尉の部門比率が著しく高くなったのに，生産財に対する名目需要の増加率が

全部門利潤率の低下の結果伸び悩んだことにある。すなわち，生産財の過剰

生産によ るのである。

消費財部門の利潤率がマイナスとなって挫国労働供給制限に突き当たり ，

折する場合o sl=O.5， s2=O.5とすると，表 8のような運動をする。

p2 
2. 444 
2. 444 
2.444 
2. 568 
2.775 
2.310 
1. 989 

p1 
2.444 
2.467 
2.495 
2.478 
2.608 
3.635 
4. 298 

x1/x2 
1. 222 
1. 222 
1. 222 
1. 284 
1. 440 
1. 243 
o. 995 

r 

o. 100 
O. 101 
O. 101 
O. 124 
O. 166 
0.067 

-0.058 

r2 
O. 100 
O. 095 
0.088 
O. 147 
O. 210 

-0. 244 
-0. 448 

r 1 
O. 100 
O. 105 
O. 111 
O. 106 
O. 136 
0.318 
O. 333 

T
0
1
2
3
4
5
6
 一一表 8一一

この場合には，第3期をのぞいて生産財部門の利潤率は上昇しつづけてい

る。 生産財価格も同様である。消費財部門では第 5期か ら利潤率がマイナス

となり ，第6期には，生産財部門が高利潤率であるにもかかわらず，全部門

の利潤率をマイナスに転化させている。

4J剖での消費財部門の高利潤率に起因する。

4期には，消費財部門の利潤率は生産財部門のそれに比して高く，全

部門利潤率も高水準であった。その結果，大量の生産財が消費財部門に投入

それに先立つ第 3，これは，

第 3，

6期には消費財の生産量は著しく増大し，消費財価格は低落しされ，第 5，

た。これが，生産財価格の上昇とあいま って，消費財部門の利潤率を大幅に

引き下げたのである。
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第 3， 4期に消費財部門の利潤率が高かったのは，それに先立つ第 1， 2 

期て、の消費財部門の利潤率が低かったことによる。これらの期では，生産財

の投入は主として生産財部門に向けられ，そのため第 3， 41関の消費財の生

産は生産財に比して押さえられ，消費財価格が騰貴したこと による。

第 1， 2期において，消費財利潤率が低かったのは，初期(第 O期〕に生

産財に刻する名目需要が均衡増加率以上になったことによる生産財価格の上

昇の結果である。

国労働供給制限に突き当たり，生産財部門の利潤率が低下し，生産ができ

なくなって挫折する場合os，=0.3，ん=0.2とすると，表 9のような運動を

する川。

T r 1 
o O. 100 

O. 105 
2 O. 110 
3 O. 112 
4 O. 119 
5 O. 172 
6 O. 136 
7 -0.066 
8 -0.362 
9 -0. 653 

10 -0.907 
11 -0. 993 

r2 
O. 100 
0.095 
0.089 
O. 108 
O. 148 
0.016 
0.099 
0.273 
2. 142 
2. 182 
1. 140 

-1.323 

xllx2 
0.100 1. 222 
0.101 1.222 
0.101 1. 222 
0.110 1.246 
0.131 1.300 
O. 104 1. 309 
0.032 1. 256 
0.064 1. 600 
0.081 4.650 
0.017 3.231 
0.024 1. 198 

-1.389 -0. 168 

一一表9一一

pl 
2.444 
2. 467 
2. 493 
2. 502 
2. 535 
2.780 
2.910 
1. 806 
0.614 
O. 132 
0.016 

-0.003 

p2 
2.444 
2. 444 
2.444 
2. 493 
2.600 
2. 425 
2.324 
2. 678 
5.820 
4.358 
2. 264 

-0. 335 

労働供給の制限に突き当たった次の期(第6期〉より，生産財部門の利潤

率は低下しつづける。第6期にはまだ生産財価格は上昇しつづけているにも

かかわらず，生産財部門利潤率が低下しているのは，第 5期において労働入

手が困難となり，その結果購入した生産財の一部が無駄になったことによる。

実際，第 5期での生産財部門のための生産財名目需要んは 96.8であるのに，

10)第11期の部門比率 X/X2がマイナスであるのは，本文で述べたように第10期の

z，(lO)がマイナスであるため，第11期の X，がマイナスとなるためて、ある。第11

j切の仇がマイ ナスとなるのは， 第11期のz(l1)がプラスであるのに，x，(l1)が

マイナスであるからである。また第11期のれがマイナスとなるのは，X2(11)は

プラスであるが，第11期の総雇用量がマイナスと計算されるからである。これら

の理由により，第11期の算出結果は経済的意味をもたず，第10期で運動は挫折し

ている。
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第6期の生産のために投入された生産財 (zi)は名目で測って 89.7であった。

第 7期以後の生産財部門利潤率の低下は，上記の理由のほかに，全部門利

潤率の低下による生産財に対する名 目需要の減少と，第6期まで生産財部門

の利潤率が消費財部門の利潤率よりも高かったことによる生産財生産量の増

大によって，生産財価格が低下したことによっている。

第10期になると，生産財部門の利潤率は消費財部門に 比 して著しく低く

なる。このときの生産財部門の生産財に対する名目需要んをみてみると

-0.22でマイナスとなっている。つまり ，第11期の生産財生産は放棄される。

12. 

以上のように，労働の供給制約がある場合，上方への不均衡の累積過程は，

やがて挫折する。その際，企業の生産財に対する名目需要の決定態度が重要

な役割をはたすことがわかった。すなわち，利潤率に関する反応係数の如何

が，経済の運動に大きい影響を与えるのである。本稿では，労働供給に制約

のある場合について，

sl=O.l， s2=0.1 

sl=0.5， s2=0.5 

sl=0.3，ん=0.2

の3つの場合についてだけ数値計算の結果を示した。

読者は末尾に掲載したプログラム 2・2を使って 3の値を色々かえて検討

していただきたい。slは全部門利潤率に関する全部門の生産財に対する名目

需要の反応係数，んは利潤率が高い部門の利潤率に閲するその部門の生産財

に対する名目需要の反応係数であることを考えて，数値計算の結果の経済的

意味を考えていただきたし、。 また，技術係数 alJa2， '11 '2をプログラムで与

えた 0.5， 1とは異なる値に変えてその影響をみることも興味のある問題で‘

ある。

これまで，捨象してきた諸要因，貨幣賃金率の運動，生産技術の変化，固

定資本の問題を導入することは，近く発表する論稿に委ねられる。



上方への不均衡累積過程と労働供給制約 57 

数 値計算のプログラム

読者の便のため， 数値計算のための BASICに よるプログラムを示してお

く。

プログラム 1・1 労働供給の制限のない場合の 1部門分析

10 M-IOOυ1M P (MI ，X (M) ， Z (M) ，R (MI 
20 A る :N-I :11-1 :RR→ I :B-， I :0-，01 
30 PRINT・ 8ι・:B :PRINT 

40 XIO)-8/l.1 :X(l)-8 :P(O)-(l+RR).".N/(l-(l+RR)・A)
50 Z (0) -P (01・A.X(U :Z(1)ーZ(0)・(t+RR+D'

60 RIO'-RR 
70 PR)NT' ・;0;' ';:PRINT USING'##.#!写8 ・;R(O)，P(O)，I1P(OI，.l
80 T-l 

90 P (TI -(Z (T)IX (T)φC CZCT) IXCT) 1"2・4・w・N'ZCTlIAIX (T))‘五)12 

100 XCT+I) "ZCT) IP(TI!A 
110 R(T)-(PIT)-A・P(T)-N'W)I(A・PIT-l)+N.W) 

120 PRINT USING" ##';T; 

130 PRINT" ";USING"##.### ";RCT)，PCT】，I1PCTI，XCTlIXCT-II-1 
140 Z CT+ 11 -Z CT)・CZCTI・CRCT) IRRI‘BIZCT-III 
150 lF T-12 THEN STOP 
160 T-T+l ・GOTO 90 

記号。 R(T):利11存率 九 RR田均衡利潤率 r*，N:生産物単位当たり労働投入i主人 B ・生

1主財需要の利潤率に対する反応係数s，D:初期の話Viit率d

員í~90行・ 2 次方程式(キ〉の正根を示す。註 2 を参照。

プログラムレ 2 労働供給の制限のある場合の 1部門分析

10 M-IOO :OIM PCM)，NCM)，XCM)，ZCM)，RCMI，ZA(M)，LCM) 
20 A-.5 :N-I :W-I :RR-.l :LClIー10 :L-.03 :B-.l :0-.01 
30 PRINT" Bユ";B :PRINT 

40 XCOI-811.1 :X(I)-8 :P(OI品(l+RR).W・NI(1-(]+RR)・A)
50 ZA (0'品 P(O'-A.X(l) :Zll)-<ZAIQ).(L+RR+D' 

60 PRINT USING" ##・ ;0;:PRINT "・ ;USING"##.### ・;RR，PIOI，IIPCO)，RR
10 T-I 

80 PM-IZ CTlIX CTI + IIZ IT】IXCT))"2+.・w・N・ZITI 1 A 1 X CT) 1・5'/2
90 NO-N・ZCTlIPMIA

100 IF NO<ーLITI TIIEN GOSUB ・U ELSE GOSUB ・F
110 RIT)-CPITI-A・PfT， -N.W) I (A・P(T-l) +N.W' 
120 PRINT USING" ##";T; 

130 PRINT・ ";USING・##.###・ ;RCTI， PCTI・I/PCT)，XCTI/XCT-I)-I
140 Z(T+l'-ZAIT)・CZACTI・CRCT)IRRI"BIZACT-III 
150 LCT+U-=-(l+L).L(n 

160 T-T+l :GOTO 80 

170 ・U PCT)-PM :ZACTIーZ(T) :X (T+ U 品 ZCT)IPCTIIA :RETURN 

180 ・F X(T+l)ーLCTlIN :P CTI-W・N・XIT+II1 CXCTI"A'XCTφ 1)) : ZA (T) -A.X (T+ 1)・PCTI 
190 PRINT・.-:RETURN 

記号。 ZA(T):実行された生産則に対する名目需要量 zt，L 労働供給の増加率 ν，PM・

当初に決まる市場価絡ρlIt ND:労働需要 n
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プログラム 2・1 労働供給の制限のない場合の 2部門分析

10 M-I00 :DIM PI 1M). P2 1M). 21 (M). 221M). 21M). XIIM). X2 1M). RIIM). R2 1M). R 1M) 
20 Al..... :A2-. :Nl-l ::-.12-1 :W ~ l :RR"'.l :D-. 01 
30 81占 1 : 82-. 1 
40 PRINT" 81.";81:" 82-";82 ・PRINT
る PII0)ω(1・RR)・NI・W/(l-Al' (l..RRI) : P2 101 -f l"'RR)・IA2・P1 (0) +-N2・¥v)
SO Xlll).40 :X211)ー (l-Al'!l+RR) I i IA2・1I令 RR)I・Xl(lJ :Ri (0) ""'RR:R2 (0) -RR:R fO)“RR 
70 ZI (Oj-Al.Xl (11・PIIO) :Z210) -A2・X2(1)・PIIOI :Z(Ol -21(0)φ22 (0) :Xl (0) -Xl (1) i (l令
RR) :X2 10) -Xl 10)・X2(1) IXt (11 
80 21 (1) -1l+RR+OI・21(0) ー22(1)ーfl+RR+DI・22101 :Z(l)-Zl(l)-t-Z21l) 
90 PR I NT" " : 0 ;・"; US I NG-;維持持## W ;Rl (0). R2 101. R 10'. XIIO) IX2 (0). Pl ({}I. P2【0)
100 T-l 

I L 0 .一一一一一一一一一一一一 -START一一一一一一一一一一一一一一一一一ー一一一苧ーーーーーーーーーーー司
120 PIIT) -Z IT) IXl IT) 
130 IF T-18 THEN STOP 
140 XllT+l)ー21(T) IPt lT) lAl :X2 n+1I"Z21T) /PIIT) iA2 
laO P21T)-W・(Nl.Xl(T+ll +N2・X2IT+ 1) I i X2 IT) 
160 RIIT)-(PIITI-Al・PllT)-Nl.W) I (Al・PIIT-1)+Nl・W)
170 R2IT)-IP2ITI-A2・PlIT) -N2・W)I IA2・PlIT-l IφN2・W)
180 Kl-IAl・PIIT-l)+Nl・Wl*Xl (T) : K2'" IA2・Pl!T-l)+N2・W)'X2 IT) 
190 RIT)-(Rl(T)・Kl+R2(Tl・K2)I IKl令 K2)

200 PRLNT USING" U"  :T: 
210 ?RINT・.:USING"'###. ### .. :Rl (T). R2 fTI. R IT). Xl (T) IX2 (T'. Pl (T). P2 iT) 
220 IF ZIT)>l. 7E+38 OR Xl IT)<Q OR X2(T)<0 OR RIT)<O THEN STOP 
230 ZfT+Uー21T)・IZIT)・IR(TIIRR) ~Bl/ Z(T- I 11 

240 IF RIIT)<R2IT) THEN GOTO 260 
250 Zl(T+l)ー21T令 11・(21(TI・tRlIT) /R (T)) -B2/2 (T)) :Z2 ITφ1， -Z (T+lI -21 IT令 l):GOTO 270 
260 Z2IT+l)ーZIT+ 11 • (Z2 (T)・ IR21T>IR IT) I・B2，Z(T)1:21 IT+ll -Z (T... 1)ーZ21Tφ11
270 T-T+l :GOTO 120 

記号。 Ni第 i生産単位当た り労働投入金 τ色
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プログラム 2・2 労働供給の制約のある場合の 2部門分析

10 M-IOO : D 1M PI 1M' . P2 1M， . ZI 1M' . Z2 1M'. Z 1M' . ZA 11M' • ZA2 1M' . ZA 1M' • XI 1M' . X2 1M' • 
RL 1M'. R2 (M'. R 1M'. NDl 1M). ND2 1M'. NNl 1M). NN2 1M'. L 1M) 

20 Al-， :A2-. :Nl-l :N2-1 :W-L :L-， 03:RR-. 1 :D ~ 01 
30 81-.3 :82-.2 
40 PRINT ・ 81....“ ;81;- 82."';82 ・PRINT
五 Pl10' -cl +RR)・NI・WI(1-Al・Il+RRI) :P2 (01-il+RRI・IA2・PI10， +N2・w，

60 RI 10， -RR :R2 10， -RR :R 10， -RR 
70 Xlll， -40 ・X2(1)ー(l-AI・(JφR民" /IA2・U+RRI)*Xl (1) :Xl (0) -XI (1) J (l令RR'
80 NDII0，-Xlll)/Nl :ND210'-X2(1)/N2 
90 X2 (0) -X2 (1) i Cl+RRI :NNIIOI-NDl (0) :NN2 IO，-ND2 (0) 
100 ZI(O，-Al'Xltl)・PIIO' :2210' -A2・X2(1'・PllOl :2 (0) -Z1 (0' +22 (0' 
110 ZAl (0)ー21(0) :ZA2 10， -22 (0) : ZA (0) -ZAl (0) +ZA2 101 
120 Zlll)-fl-fRR+D)・2110， :Z2(1)-1I争RRtDI'Z2(O) :ZI1)-ZI(1)+22111 
130 ZAl(1)-Zlll) ・ZA2"'ーZ211， : ZA (1)ーZAl(1' +ZA2 (1) 
140 LIO'-IOO :LII)-103 :T-I 
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150 PRINT" ";0;" " ;USING"##. ### ";RI 10， ;R2 10， ;R 10， ;XI 10， /X2 10' ;PIIO， :P2 10' 
160 .-------------START- ーーーーーーーーーーーー ーーーーー ーー ーーーーーーー

170 PI IT)-ZIT) /XI IT' 
180 NDIIT)-NI'ZIITl/PIITl/AI :ND21T)-N2・Z2IT) i P 1 1 T) / A2 
190 IFNDIIT，φND2 (T) <ーL("f) THEN GOSUB -U ELSE GOSUB 'F 
200 P2 IT'-W・INI・XICT+l)令N2・X2IT+ 1)， fX2 IT， 

210 IF NDIIT-L) +ND2 (T-l) <ーLIT司 1，THEN GOSU8・UUELSE GOSUB・FF
220 R IT). IRl IT)・KI・R2(T，・K2'/ IKIφK2' 
230 PRINT USING" ##" ;T; 
240 PRINT" ";USING"##. ###・ ;RIIT) :R2 IT' :R IT， ;XI IT) /X2 IT) :PIIT， ;P2 IT' 
250 IF Xl (T) <0 OR X2 (T) <0 OR R (T) <0 THEN STOP 
260 ZIT+l)ーZA(T)・ZAIT)・ IRIT， !RR' "Blf2AIT-J) 

270 lF Rl IT) <R2 IT) THEN GOTO 290 
280 Zl 1T+l)←Z IT+ 1)・ZAl(T，・ IRI(T) fR IT" "B2!ZA (T， ーZ2IT+ 1) -Z (Tφ 1)ーZIIT+ l) :GOTO 300 
290 Z2 (T・1)-Z (T令1，・ZA2(TI・IR21T)fR(T" 'B2fZAIT) :ZIITφ1) -2 (T+lIーZ2fT+ 1) 
300 LIT+l) -(lφL'・L(T， 

310 T-T・:GOTO 170 
320 ーーーーーーーーーー -SU8ROUTI NE-一一一ーー一一ーーー一一一一一一一ー一一一ーーーーーー-

330 ・U Xl IT+I) -ZI (T) IPl (T) IAl :X2 IT+l) -Z2 (T) IPl (T) IA2 
340 ZAI (T'ーZIIT) : ZA2 IT，ーZ2(T) : ZA IT)ーZAIIT，+ZA2 IT) 

350 NN I (T) -Nl・Xl(T+j) :NN2 (T) ~ N2 ・ X2 ITφ J) : RETURN 
360 ・F NN1(T)ーLIT)・NDIIT) / INDI IT) +ND2 (T" :NN2 ITlーL(T，・ ND2IT， f INDI IT，・ND2IT) ) 

:Xl IT+l) -NNl rn INl :X21T+jl -NN2ITI 1HZ 
310 ZAl (T)“Al/Nl・NNIIT)・PlIT) :ZA2 IT， -A2fN2・NN21T'・PIIT)

380 ZA (T)ーZAl(T)+ZA21T) :PRINT' ・ :RETURN
390 ・UU R I IT) -IPl (T， -AI・PIIT)-Nl11111 (AL・PIIT-l)+Nl'W】
400 R2IT)-(P2(T，-A2・PIIT)-N2・W)f IA2・Pl(T-I) 'N2・w，

410 Kl-(Al・Pl(T-l.+Nl'W)・XIIT) :K2-IA2・Pl(T-1) "'N2・w，・X2IT) : RETURN 
420 'Fl;' KI-Zl (T-l) +W・NNl(T-L) :K2-Z2 (T-I) "''''NN21T-l) 
430 Rl (T)ーIPIIT)・Xl(T) -Pl (T)・ZI(T-lI/Pl (T-l)-'jIf・NNl(T-1)) IKl 
410 R2 IT， -IP2 IT) 

記号。 ZAi(T):第 i部門のために実行された生産財に対する名目需要 zf.，zg.， NDi(T): 

第 i部門の労働需要 nli，nf;， NNi(T) :第 i部門の労働役入金 nlh n2.tJ }(i:第 i

部門の投下資本量 k1t，k2< 
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